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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高融点金属のヒータ線を巻回して形成したヒートコイル部と、そのヒートコイル部に連
なる両側のリード部とからなる昇温用ヒータと、
　ヒータ線よりも小径で熱電子を発生する高融点金属のフィラメントによる熱電子放出部
と、熱電子放出部に連なる両側のリードとからなる熱解離用フィラメントとからなり、
　その熱解離用フィラメントの熱電子放出部を、上記ヒートコイル部の外周囲に非接触状
態に被せて、上記昇温用ヒータと熱解離用フィラメントとを複合化していて、
　上記昇温用ヒータと熱解離用フィラメントは、両側に連なる上記リード部を同方向に屈
曲して門形に形成され、その両方の同一側のリード部を導電性の耐熱材によるスリーブに
嵌挿止着して、昇温用ヒータと熱解離用フィラメントの両方を電気的に接続してなること
を特徴とする熱解離機能を有するヒータ。
【請求項２】
　高融点金属のヒータ線を巻回して形成したヒートコイル部と、そのヒートコイル部に連
なる両側のリード部とからなる昇温用ヒータと、
　ヒータ線よりも小径で熱電子を発生するエミッタを担持させた高融点金属のフィラメン
トによる熱電子放出部と、熱電子放出部に連なる両側のリードとからなる熱解離用フィラ
メントとからなり、
　その熱解離用フィラメントの熱電子放出部を、上記ヒートコイル部の外周囲に非接触状
態に被せて、昇温用ヒータと熱解離用フィラメントとを複合化していて、
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　上記昇温用ヒータと熱解離用フィラメントは、両側に連なる上記リード部を同方向に屈
曲して門形に形成され、その両方の同一側のリード部を導電性の耐熱材によるスリーブに
嵌挿止着して、昇温用ヒータと熱解離用フィラメントの両方を電気的に接続してなること
を特徴とする熱解離機能を有するヒータ。
【請求項３】
　上記昇温用ヒータは、コイル状ヒータ線を巻回して形成したヒートコイル部と、そのヒ
ートコイル部に連なる両側のリード部とからなり、そのリード部にコイル状ヒータ線の成
形時の金属芯線を残して剛性を付与してなることを特徴とする請求項１又は２記載の熱解
離機能を有するヒータ。
【請求項４】
　上記昇温用ヒータのヒータ線は、高融点金属のフィラメントを高温度領域での断線防止
用のガードとして外周面に巻線してなることを特徴とする請求項１又は２記載の熱解離機
能を有するヒータ。
【請求項５】
　上記昇温用ヒータのヒータ線は、タングステン、モリブデン、タンタル、鉄クロム、ニ
ッケルクロムの高融点金属のいずれかからなることを特徴とする請求項１又は２記載の熱
解離機能を有するヒータ。
【請求項６】
　上記熱解離用フィラメントは、フィラメントを上記昇温用ヒータのヒートコイル部より
も大径に巻回して形成したコイルによる熱電子放出部と、その熱電子放出部に連なる両側
のリード部とからなることを特徴とする請求項１又は２記載の熱解離機能を有するヒータ
。
【請求項７】
　上記熱解離用フィラメントは、多数本のフィラメントによる細径の網筒状線材を、上記
昇温用ヒータのヒートコイル部よりも大径に巻回して形成したコイルによる熱電子放出部
と、その熱電子放出部に連なる両側の網筒状リード部とからなり、その網筒状リード部に
編網成形時の金属芯線を残して剛性を付与してなることを特徴とする請求項１又は２記載
の熱解離機能を有するヒータ。
【請求項８】
　上記熱解離用フィラメントは、タングステン、レニウム、トリウム、イリジウム、タン
グステン・トリウム合金、タングステン・レニウム合金の高融点金属のいずれかからなる
ことを特徴とする請求項１又は２記載の熱解離機能を有するヒータ。
【請求項９】
　上記熱解離用フィラメントのエミッタは、バリウム炭酸塩、ストロンチウム炭酸塩、カ
ルシウム炭酸塩、水酸化セシウムのいずれかからなることを特徴とする請求項２記載の熱
解離機能を有するヒータ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、水素ガスなどの気体の熱解離に使用可能な熱解離機能を有するヒータに関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　熱分解水素生成ラジカルセルとして、パイプ状の反応室の中心軸上に棒状のガス誘導部
を、その上下においてコイル状の加熱用ヒータに支持して配設し、そのガス誘導部に導入
した水素ガスを加熱用ヒータにより熱分解して、水素ラジカルを生成することが知られて
いる。
【０００３】
　またイオン注入装置として、電子放出部と、リードと、電子放出部とリードを連結する
連結部とを含むアーチ形状のフィラメントロツドの一対を、第１フィラメントと第２フィ
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ラメントとして、ガス供給ホールの両側に対設してアークチャンバー内に設け、ガス供給
ホールからのガスを、通電により加熱された電子放出部からの熱電子によりイオン化する
ものが知られている。また電子放出部に熱的ストレスに起因する劣化を抑制するための第
１コイルをフィラメントロツドにワインディングし、連結部の電気抵抗を電子放出部の電
気抵抗より小さくするために、連結部のフィラメントロツドにワインディングした第２コ
イルの素線径を第１コイルよりも大きい素線径とすることも知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平６－１０４２３１号公報
【特許文献２】特開２００５－１８３３８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記コイル状の加熱用ヒータによるガスの熱分解では、ガス誘導部をガスが流動してコ
イル状の加熱用ヒータから熱エネルギーの供給を受けることを要する。このためガスが加
熱用ヒータの部分を流動するように反応室を構成する必要があり、また熱分解は流動する
ガスのみに制限される。したがって、ユニットやチャンバー等の内部に充填された多量の
ガスの熱解離には採用し難い課題を有する。
【０００６】
　また中央部の電子放出部と両側の連結部とに、コイルをワインディングしたフィラメン
トロツドの一対を、第１フィラメントと第２フィラメントとして、アークチャンバー内に
備えるものも、その熱電子の放出による熱解離は、第１と第２の一対のフィラメントの間
に供給されて流動してゆくガスに制限される。またコイルを含むフィラメントロツドの断
面積の大きさから、熱電子を放出する温度まで加熱するのに要する電流値も高くなるので
、多量のガスの熱解離には不適当な課題を有する。
【０００７】
　この発明は上記従来の課題を解決するために考えられたものであって、その目的は、昇
温用ヒータと熱解離用フィラメントとを複合化して、熱解離用のユニットやチャンバー等
に充填された多量の気体の熱解離を、加熱と熱電子の両方により効率よく行い得る新たな
熱解離機能を有するヒータを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的によるこの発明は、高融点金属のヒータ線を巻回して形成したヒートコイル部
と、そのヒートコイル部に連なる両側のリード部とからなる昇温用ヒータと、ヒータ線よ
りも小径で熱電子を発生する高融点金属のフィラメントによる熱電子放出部と、熱電子放
出部に連なる両側のリードとからなる熱解離用フィラメントとからなり、その熱解離用フ
ィラメントの熱電子放出部を、上記ヒートコイル部の外周囲に非接触状態に被せて、昇温
用ヒータと熱解離用フィラメントとを複合化していて、上記昇温用ヒータと熱解離用フィ
ラメントは、両側に連なる上記リード部を同方向に屈曲して門形に形成され、その両方の
同一側のリード部を導電性の耐熱材によるスリーブに嵌挿止着して、昇温用ヒータと熱解
離用フィラメントの両方を電気的に接続してなる、というものである。
【０００９】
　またこの発明は、高融点金属のヒータ線を巻回して形成したヒートコイル部と、そのヒ
ートコイル部に連なる両側のリード部とからなる昇温用ヒータと、ヒータ線よりも小径で
熱電子を発生するエミッタを担持させた高融点金属のフィラメントによる熱電子放出部と
、熱電子放出部に連なる両側のリードとからなる熱解離用フィラメントとからなり、その
熱解離用フィラメントの熱電子放出部を、上記ヒートコイル部の外周囲に非接触状態に被
せて、昇温用ヒータと熱解離用フィラメントとを複合化していて、上記昇温用ヒータと熱
解離用フィラメントは、両側に連なる上記リード部を同方向に屈曲して門形に形成され、
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その両方の同一側のリード部を導電性の耐熱材によるスリーブに嵌挿止着して、昇温用ヒ
ータと熱解離用フィラメントの両方を電気的に接続してなる、というものである。
【００１１】
　上記昇温用ヒータは、コイル状ヒータ線を巻回して形成したヒートコイル部と、そのヒ
ートコイル部に連なる両側のリード部とからなり、そのリード部にコイル状ヒータ線の成
形時の金属芯線を残して剛性を付与してなる、というものである。
【００１２】
　上記昇温用ヒータのヒータ線は、高融点金属のフィラメントを、高温度領域での断線防
止用のガードとして外周面に巻線してなる、というものである。
【００１３】
　上記昇温用ヒータのヒータ線は、タングステン、モリブデン、タンタル、鉄クロム、ニ
ッケルクロムの高融点金属のいずれかからなる、というものである。
【００１４】
　上記熱解離用フィラメントは、フィラメントを上記昇温用ヒータのヒートコイル部より
も大径に巻回して形成したコイルによる熱電子放出部と、その熱電子放出部に連なる両側
のリード部とからなる、というものである。
【００１５】
　上記熱解離用フィラメントは、多数本のフィラメントによる細径の網筒状線材を、上記
昇温用ヒータのヒートコイル部よりも大径に巻回して形成したコイルによる熱電子放出部
と、その熱電子放出部に連なる両側の網筒状リード部とからなり、その網筒状リード部に
編網成形時の金属芯線を残して剛性を付与してなる、というものである。
【００１６】
　上記熱解離用フィラメントは、タングステン、レニウム、トリウム、イリジウム、タン
グステン・トリウム合金、タングステン・レニウム合金の高融点金属のいずれかからなる
、というものである。
【００１７】
　上記熱解離用フィラメントのエミッタは、バリウム炭酸塩、ストロンチウム炭酸塩、カ
ルシウム炭酸塩、水酸化セシウムのいずれかからなる、というものである。
【発明の効果】
【００１８】
　上記構成では、昇温用ヒータと熱解離用フィラメントとを、昇温用ヒータのヒートコイ
ル部に、熱解離用フィラメントの熱電子放出部を非接触状態に被せて複合化したことから
、ヒートコイル部の発熱により熱電子放出部も加熱され、その熱と通電による自体の発熱
とにより熱電子放出部が、通電のみによる場合より高温となって、熱電子の放出量が増加
するようになる。またヒートコイル部の発熱により気体が高温に加熱されるので、気体を
熱解離する熱エネルギーが多くなって充填された多量の気体の熱解離を効率よく行えるよ
うになる。
【００１９】
　また上記昇温用ヒータと熱解離用フィラメントの両方を、リード部相互の接続により電
気的に接続した構造では、ヒータ線とフィラメントにおける電気抵抗差から、電気抵抗が
大きい熱解離用フィラメントが昇温用ヒータよりも高温度になるので、その両方を同一電
流により同時に通電して、それぞれの設定温度で発熱させることができ、昇温用ヒータと
熱解離用フィラメントの装着も一緒に行えるので熱解離ユニット等の構成が簡素化され、
メンテナンスも容易となる。
【００２０】
　また熱解離用フィラメントの熱電子放出部を、多数本のフィラメントによる細径の網筒
状線材のコイルにより形成した構造では、単一線のフィラメントのコイルに比べて放出面
積が広くなり、熱電子の放出量も増加することから、熱解離がさらに効率よく行えるよう
になる。またエミッタを施した場合には、多数本のフィラメントがエミッタを担持するの
で歩留りがよく、放出面積の広さと相俟って必然的にエミッタの担持量が増すようによる
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。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】この発明に係る熱解離機能を有するヒータの正面図である。
【図２】同上の側面図である。
【図３】昇温用ヒータの正面図（Ａ）と熱解離用フィラメントの正面図（Ｂ）である。
【図４】断線防止用のガートを施した昇温用ヒータの正面図である。
【図５】昇温用ヒータの他の実施形態の正面図である。
【図６】同上の部分拡大図である。
【図７】網筒状フィラメントによる熱解離用フィラメントの正面図である。
【図８】網筒状フィラメントの一部拡大平面図である。
【図９】同上の断面図である。
【図１０】この発明の熱解離機能を有するヒータの使用状態を示す熱解離ユニットの略示
縦断正面図である。
【図１１】同上の横断平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　この発明の熱解離機能を有するヒータ（以下ヒータという）は、図１及び図２に示すよ
うに、ヒートコイル部１１と、そのヒートコイル部１１に連なる両側のリード部１２，１
２とからなる昇温用ヒータ１と、そのヒートコイル部１１の外周囲に非接触状態に被せて
離隔位置させた熱電子放出部２１と、その熱電子放出部２１に連なる両側のリード部２２
，２２とからなる熱解離用フィラメント２とを複合化したものからなる。
【００２３】
　上記昇温用ヒータ１は、図３（Ａ）に示すように、ヒータ線１０を巻回して形成した上
記ヒートコイル部１１と上記リード部１２，１２とからなる。ヒータ線１０としては、タ
ングステン、モリブデン、タンタル、鉄クロム、ニッケルクロムなどの融点が１４００℃
以上の高融点金属で、線径が０．３～２．０ｍｍの線材が用いられている。
【００２４】
　上記熱解離用フィラメント２は、図３（Ｂ）に示すように、フィラメント２０を昇温用
ヒータ１のヒートコイル部１１よりも大径に巻回して、ヒートコイル部１１の巻回数より
も多く全長に及ぶ長さのコイルに形成したものからなり、そのコイル部分をヒートコイル
部１１に被せて、ヒートコイル部１１の外周囲の隔離位置した熱電子放出部２１としてな
る。フィラメント２０としてはタングステン、レニウム、トリウム、イリジウム、タング
ステン・トリウム合金、タングステン・レニウム合金などの融点が１７００℃以上の高融
点金属で、線径が０．２～０．８ｍｍの線材が用いられている。
【００２５】
　上記昇温用ヒータ１と熱解離用フィラメント２は、それぞれの両側に連なるリード部１
２，１２，２２，２２を同方向に屈曲して門形に形成してあり、その両方の同一側のリー
ド部１２，２２を、高融点金属などの耐熱材による導電性のスリーブ１３に嵌挿してかし
め止し、昇温用ヒータ１と熱解離用フィラメント２の両方を電気的に接続して、その両方
を同時通電により加熱できるようにしてある。なお、図示のスリーブ１３は密接コイルに
よる管体からなるが、その形状は特に限定されず、金属板を管状に成形したものでもよく
、その形態は任意に採用し得るものである。
【００２６】
　図４－図６は、昇温用ヒータ１の他の実施形態を示すものである。図４はヒートコイル
部１１とリード部１２の外周面に、高温領域での断線を防止するガード１４として、上記
ヒータ線１０と同様な高融点金属のフィラメントを、ヒータ線１０に所定ピッチで巻き付
けて施し、そのフィラメントと一緒にヒータ線１０を巻回してヒートコイル部１１を形成
したものである。このガード１４の巻き付けは、昇温用ヒータ１に形成した後のヒータ線
に巻き付けることも可能である。
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【００２７】
　図５は、上記昇温用ヒータ１を形成するヒータ線として、コイル状ヒータ線１０ａを用
いた場合で、モリブデンなどの細径の金属芯線に線材を巻回してコイル状のヒータ線１０
ａに形成し、そのコイル状ヒータ線１０ａを大径のマンドレルに巻回してヒートコイル部
１１に形成したものである。この場合、図６のようにコイル両側のリード部１２，１２は
コイル状のままでは撓み易く不安定なことから、コイル状ヒータ線１０ａのリード部とな
る両端部の金属芯線を溶解除去せずにそのまま残して、金属芯線をリード部１２，１２の
金属芯１２ａとするか、または金属芯線の全部を溶解除去してリード部１２，１２に金属
芯１２ａを挿入するなどして剛性を付与している。
【００２８】
　図７－図９は、熱解離用フィラメント２の他の実施形態を示すもので、多数本のフィラ
メント２０′（例えば直径：０．１ｍｍ、本数８～１６本）を、金属芯線の周囲に編み付
けて形成した細径の網筒状フィラメント２０ａ（例えばピッチ１～２ｍｍ、内径０．５～
０．８ｍｍ）を、大径のコイルに巻回して熱電子放出部２１と、コイル両側のリード部２
２，２２とに形成したものである。この場合も、リード部２２，２２は網筒状のままでは
撓み易く不安定なことから、上記コイル状ヒータ線１０ａの場合と同様に金属芯線は溶解
除去せずに残し、その金属芯線をリード部２２，２２の金属芯２２ａとして剛性を付与し
ている。
【００２９】
　上記熱解離用フィラメント２のフィラメント２０のとしては、図は省略するが、リボン
状の角線フィラメントをコイル状に形成して用いることができる。コイル状フィラメント
の成形は、図５に示す上記昇温用ヒータ１のコイル状ヒータ線１０ａと同様な成形手段を
もって行い得る。また熱電子放出部となる大径のコイルも大径のマンドレルに巻回して形
成でき、コイル両側のリード部の剛性も金属芯線を溶解除去せずにそのまま残して付与す
ることができる。リボン状の角線は丸線よりも表面積が大きいので熱電子の放出量も多く
なる。
【００３０】
　また上記実施形態の熱電子放出部２１はコイルによるが、コイル以外の形態、例えば図
は省略するが、上記網筒状フィラメント２０ａと同様なフィラメントの編網で、ヒートコ
イル部１１よりも大径で荒目の網筒状体であってもよい。したがって、熱電子放出部２１
の形態は図示のコイルに限定されないものである。
【００３１】
　上記熱解離用フィラメント２の熱電子放出部２１では、高温によりフィラメント２０が
蒸発して消耗する。そこで消耗の抑制手段と熱電子の放出量の増加手段として、熱電子放
出部２１のフィラメント２０に熱電子放出するエミッタを施して担持させることも可能で
ある。エミッタの担持量は単一線のヒータ線に比べて、上記網筒状フィラメントやコイル
状フィラメントの方が多くなり、必然的に熱電子の放出も多量となることから、熱解離用
フィラメント２による熱解離効率が一段と向上するようになる。エミッタとしては通常に
使用されているバリウム炭酸塩、ストロンチウム炭酸塩、カルシウム炭酸塩、水酸化セシ
ウムなどの採用が可能である。
【００３２】
　上記昇温用ヒータ１と熱解離用フィラメント２の印加電流はヒータ線１０、フィラメン
ト２０の金属により異なり、また線径にも依存するが、Ｉ２ Ｒの関係（Ｉ：電流（Ａ）
、Ｒ：電気抵抗（Ω））から概算することができる。
【００３３】
　図１０及び図１１は、この発明の上記ヒータを内装した熱解離ユニットの１例を示すも
ので、その熱解離ユニット３は、円筒形のユニット本体３１と、ユニット本体３１に気密
に取付けたガスの給排気口３３を中央に設けた底板３２と、ガスの給排気口３３を中央に
設けた蓋板３４とからなり、その給排気口３３に図では省略するが、気体容器と真空装置
とに接続した給排気管が気密に連結してある。また熱解離ユニット３の全ては複数の耐熱
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鋼板による多層構造からなり、内周壁の三方の側壁に耐熱性の絶縁筒からなる上下一対の
ヒータ装着部３５，３５が、上下に所要間隔を空けて貫設してある。
【００３４】
　上記昇温用ヒータ１と熱解離用フィラメント２は、その両方を電気的に接続しているス
リーブ１３とともに、上下のリード部１２，２２をヒータ装着部３５，３５に挿通して、
内周壁の三個所に等間隔に縦に設置される。この設置に際してスリーブ１３に耐熱金属に
よる遮蔽板３６を嵌挿して取付け、その遮蔽板３６により装着部位を被覆して、ヒータと
ユニット本体３１に対する通電を防止しておくことが好ましい。
【００３５】
　昇温用ヒータ１と熱解離用フィラメント２の通電は、ユニット内に水素等の気体を充填
して密閉してから行われる。気体の充填は予めユニット内を真空に維持した状態にて行わ
れる。昇温用ヒータ１と熱解離用フィラメント２の両方は通電により同時に発熱し、発熱
量の大きい昇温用ヒータ１がユニット内の気体とユニット及び熱電子放出部２１を加熱す
る。この加熱により気体とユニットの温度が昇温し、時間の経過にともない昇温用ヒータ
１が印加電流に対応した設定温度に達するようになる。また熱電子放出部２１は自体の発
熱と昇温用ヒータ１による加熱とによって印加電流に対応した温度よりもさらに高温とな
る。
【００３６】
　また熱解離用フィラメント２は、昇温用ヒータ１の加熱により昇温した気体雰囲気中で
、熱電子放出部２１から熱電子を放出する。放出された熱電子は気体分子と衝突して気体
分子を原子やイオンに解離する。この気体分子の解離は熱電子の衝突以外にも、気体分子
は２０００℃くらいで相当に熱解離することから、ユニット内では気体分子の高温による
熱解離と熱電子よる熱解離との両方の作用が生ずるようになり、その相乗作用により熱解
離用フィラメント２が溶断しない３０００℃以下の温度領域で、ユニット内に充填された
気体の大部分が熱解離されるようになる。
【００３７】
　また気体及びユニットの温度は、通電の継続により昇温用ヒータ１を加熱して設定温度
に保持されるので、熱解離による気体の温度低下も防止され、昇温用ヒータ１が熱電子を
放出するタングステンのような金属線による場合には、昇温用ヒータ１からも熱電子が放
出されるので、気体分子の熱解離がさらに効率よく行えるようになる。
【実施例】
【００３８】
　実施例１（図１）
　　　昇温用ヒータ
　　　　単一線（タングステン）　　　　　線径１．６７ｍｍ
　　　　ヒートコイル部　　巻回数２４　　外径１３ｍｍ　　長さ１２０ｍｍ
　　　　リード部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長さ　５９ｍｍ
　　　熱解離用フィラメント
　　　　単一線（タングステン）　　　　　線径０．３ｍｍ
　　　　熱電子放出部　　　巻回数５０　　外径１６ｍｍ　　長さ１２０ｍｍ
　　　　スリーブコイル（モリブデン）　　内径　３ｍｍ　　長さ　５４ｍｍ
　　　　印加電流　　５０Ｖ・３０Ａ（直流）
　　　　表面温度　　昇温用ヒータ　　　　　　約２５００℃
　　　　　　　　　　熱解離用フィラメント　　約２７００℃
【００３９】
　実施例２（図５）
　　昇温用ヒータ
　　　コイル線（タングステン）　　線径２．４ｍｍ（コイル外径）
　　　　　　　　　　　　　　　　　線材径　０．６８ｍｍ
　　　ヒートコイル部　　巻回数９．５　　外径１０ｍｍ　　長さ１２０ｍｍ
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　　　リード部　　　　－　　　　　－　　　　　　　　　　長さ　６２ｍｍ
　　　端子芯線（モリブデン）　　　外径０．９７ｍｍ　　　長さ　６２ｍｍ
　　　熱解離用フィラメント及びスリーブコイルは実施例１と同じ。
　　　印加電流　　５０Ｖ・２０Ａ（直流）
　　　表面温度　　昇温用ヒータ　　　　　　約２５００℃
　　　　　　　　　熱解離用フィラメント　　約２７００℃
【符号の説明】
【００４０】
　１　　昇温用ヒータ
　２　　熱解離用フィラメント
　３　　熱解離ユニット
１０　　ヒータ線
１１　　ヒートコイル部
１２　　昇温用ヒータのリード部
１２ａ　金属芯
２０　　フィラメント
２０ａ　網筒状フィラメント
２１　　熱電子放出部
２２　　熱解離用フィラメントのリード部
３１　　ユニット本体
３５　　ヒータ装着部

【図１】

【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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